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市町村計画について
○市町村子ども・子育て支援事業計画策定の流れ
１　教育・保育提供区域の設定
	○市町村は、「量の見込み」・「確保方策」を設定する単位として、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に異動することが可能な区域（「教育・保育提供区域」）を設定。
　　※小学校区、中学校区、行政区などを想定。


　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　【参考（区域設定例）】
	市町村全域を１つの区域として設定
	市町村の中で区域を分ける（旧行政区等）

	
	


２　各年度における幼児期の学校教育・保育の量の見込み(参酌標準)、実施しようとする幼児期の学校教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期の策定
（１）幼児期の学校教育・保育の量の見込み
	○教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）」を定める。
○認定の区分(※)に加え、０歳、１－２歳、３－５歳の３区分で設定する。
※認定の区分
・３－５歳、幼児期の学校教育(以下「学校教育」という)のみ（１号）
・３－５歳、保育の必要性あり　（２号）
・０－２歳、保育の必要性あり　（３号）



（２）幼児期の学校教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期
	○教育・保育提供区域ごとに、設定した「量の見込み」に対応するよう、「教育・保育施設)及び地域型保育事業による確保の内容及び実施時期（確保方策）」を設定。
○市町村は、計画期間について、「量の見込み」に対応するように「確保の内容」を定め、必要な教育・保育施設及び地域型保育事業を整備。



　　　　　　　【イメージ図】
	
	１年目
	２年目
	３年目

	
	３－５歳
学校教育のみ
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	０－２歳
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	①量の見込み（必要利用定員総数)
	３００人
	２００人
	２００人
	３００人
	２００人
	２００人
	３００人
	２００人
	２００人

	②
確保
の
内容
	認定こども園、幼稚園、保育所
（教育・保育施設）
	３００人
	２００人
	８０人
	３００人
	２００人
	１５０人
	３００人
	２００人
	１５０人

	
	地域型保育事業
	
	
	２０人
	
	
	３０人
	
	
	５０人

	②－①
	０
	０
	▲１００人
	０
	０
	▲２０人
	０
	０
	０


３　地域子ども・子育て支援事業の量の見込み(参酌標準)、実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期の策定
（１）地域子ども・子育て支援事業の量の見込み(参酌標準)
	○教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」を定める。
※放課後児童健全育成事業、一時預かり事業、病児・病後児保育事業、地域子育て支援拠点事業、ファミリー・サポート・センター事業、子育て短期支援事業など


（２）　地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期
	○市町村は、設定した「量の見込み」に対応するよう、事業ごとに地域子ども・子育て支援事業の確保の内容及び実施時期（確保方策））を設定


　【イメージ図】
	地域子育て支援拠点事業
	１年目
	２年目
	３年目

	①量の見込み
	３０００人（10か所）
	３０００人（10か所）
	３０００人（10か所）

	②確保の内容
	３０００人（10か所）
	３０００人（10か所）
	３０００人（10か所）

	②－①
	０
	０
	０


	放課後児童健全育成事業
	１年目
	２年目
	３年目

	①量の見込み
	８００人(20か所)
	８００人(20か所)
	８００人(20か所)

	②確保の内容
	６００人(16か所)
	７００人(18か所)
	８００人(20か所)

	②－①
	▲２００人(4か所)
	▲１００人(2か所)
	０
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